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統一的な基準による地方公会計マニュアル 
（財務書類作成要領）【抜粋】 

    

資料３－２ 

（略） 

別表６－２ 歳出科目（特定）

財
書

財
書

借方

勘定科目名 勘定科目名
予算科目名

貸方

13.委託料※

14.使用料及び賃借料 PL 物件費 CF 物件費等支出

15.工事請負費※

16.原材料費 PL 維持補修費（物件費に計上されるものを除く） CF 物件費等支出

17.公有財産購入費※

18.備品購入費※

19.負担金、補助及び交付金 PL 補助金等 CF 補助金等支出

別表６ 資金仕訳変換表

１ 本表は、現在までの検討に基づき作成したものであって、今後の実務経験・検討を通じて、拡充改善されるものである。

２ 本表の対象は、歳入歳出（現金取引）に関する仕訳に限定している。未収金、未払金、徴収不能引当金、その他非資金取引等に関する仕訳は《別表７　非資金仕訳例》

に記載している。

３ 予算科目名に「※」印を付したものについては、複数の仕訳が発生するため《別表６－３　歳入科目（仕訳複数例）》及び《別表６－４ 歳出科目（仕訳複数例）》を

参照されたい。

４ ４表で例示
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統一的な基準による地方公会計マニュアル 
（財務書類作成要領）【抜粋】 

   111. 基金は、基金のうち流動資産に区分されるもの以外のものをいい、「減債基金」及び「その他」の表  
示科目を用います。なお、繰替運用を行った場合、基金残高と借入金残高を相殺して表示します。
ただし、その内容を注記します。 

  
 
 

別表６－４ 歳出科目（仕訳複数例）

歳出科目から勘定科目を特定することができないときは、次の例を参考に、取引内容を検討のうえ、科目及び金額を特定して仕訳を行う。

財
書

財
書勘定科目名 勘定科目名

借方 貸方

予算科目・ケース

（略） 

積立金 積立金等の科目を特定する。

（略） 

（略） 

　　　減債基金 （長期） BS 減債基金（固定資産） CF 基金積立金支出

（短期） BS 減債基金（流動資産） CF 基金積立金支出


	スライド番号 1
	スライド番号 2

